
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
日本的技術経営システムのIT主導経済へのシフト対応

性の分析

Author(s) 藤, 祐司; 渡辺, 千仭

Citation 年次学術大会講演要旨集, 16: 176-179

Issue Date 2001-10-19

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6616

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



lBl7 日本的技術経営システムの IT 主導経済へのシフト 対応性の分析 

0 藤 祐司，渡辺 千匁 ( 東工大社会理工 ) 

1. 序 論 

日本の技術開発プロセスは、 高度経済成長、 豊富な 

労働力等のパラダイムの 下、 製造技術に関する 効率的 

な技術開発を 可能としてきた。 この効率的な 技術開発 

は 、 ①技術革新・ 普及を促進するための 社会経済体質 

の柔軟性が保たれたこと、 ②技術革新を 支えた企業の 

旺 盛な研究開発投資、 等の下で、 技術開発へまい 進し 

たことによりもたらされたものと 考えられる。 

しかし、 1990 年代の情報技術の 発達、 グローバル化 

の 進展等により、 市場評価の重要性が 増すとともに、 

情報技術を中心とした 技術の性格も 変容してきた。 

以上のパラダイムシフトに 伴 う 技術の性格規定の 変 

容と、 それによる日本的経営システムの 情報化社会へ 

のシフトは、 図 1 のように表される。 
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図 1  日本的経営の 構 報 化社会へのシフト 

本研究においては、 1980 年代、 90 年代の経済成長に 

おける 好 対照に視点を 据えて、 社会経済体質の 柔軟性 

を保ちつつ、 旺 盛な研究開発投資を 可能とした日本的 

経営が、 製造技術に関する 上記の効率的な 技術開発プ 

ロセス循環をもたらしてきたことを 念頭に、 上記の仮 

説的見解の実証を 試みた。 

2. 分析のフレームワーク 

1980 年代， 90 年代を通した 社会経済体質の 柔軟性お 

よび研究開発投資誘発メカニズムの 分析フレームワー 

クを次に述べる。 

2.1 社会経済体質の 柔軟性に関する 分析 

(1) 社会経済体質の 柔軟性 

技術と経済の 好循環構造は 、 ・ (i) 教育の高さ、 ( 式 技 

術の輸入、 (i11) 柔軟な経済体質の 変化一の 3 つが 長期成 

長を導いた J [l¥ と言われるよ う に、 おしなべて高い 教 

育水準を背景に 積極的な技術輸入を 行 う とともに、 そ 

うした輸入技術の 同化・吸収及び 自前技術開発の 促進 

を可能にする 社会経済体質の 柔軟性が基本となってい 

たと考えられる。 

技術と経済の 好循環構造を 形成する労働と 技術の代 

皆 は、 賃金と生産性のバランスを 適正に保つ効果をも 

っので、 上記の社会経済体質の 柔軟性は、 賃金上昇と 

生産性上昇との 関係 ( 生産性上昇の 賃金上昇弾性 値 ) 

のバランスに 典型的にあ らわれる。 

(2) 技術 体化型 CES 関数の開発 

日本型雇用システムの 下での生産性上昇の 賃金上昇 

弾性値の支配要因を 示すため、 次の技術 体 化度合の違 

い ( 体化 傾斜 ) に応じた労働・ 資本間の代替を 分析する 

CES 関数を用いた 生産関数モデル ((1) 式 ) の構築を行っ 

た @ 。 

ア ， F ㏄，，，，， T}),F ㏄け %K け V} 
(1) 

， A. が 巨け )@,(,-s) ムけ )" Ⅰ 九 
V: GDP ; L : 労働 ; K: 資本 :  t : タイムトレンド     

r     技術ストック メ : スケールファクターア : 技術進歩パ 

ラメータ (Institulional 進歩 ) ガ : 資本分配率 メ : 代替 

パラメー タ (K 仰による L リ 0 代替弾性 値 0-1 杣 ) 
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(3) 生産性基準原理感応度の 計測 ン ) と 類似しているが、 株式発行による 資金調達と異な 

社会経済システムの 柔軟性は、 賃金上昇と生産性上 り 、 経営主体独自の 判断で運用することができる 日本 

昇の バランスを保ちながら 持続的成長を 実現する「 生 固有の精妙なシステムであ る。 
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(4) 技術の労働・ 資本への 体化 傾斜の計測 

次に技術の労働代替構造に 現れる社会経済体質の 変 

容に関して、 技術の労働・ 資本への 体化 モデルを開発 

する， この技術の労働・ 資本への 体化 傾斜モデルは、 

図 2 に示される技術の 生産要素への 体化 モデルに従っ 

て、 (3) 式によって示される。 

Ⅰ八 段 産 出 

  
1 単位の技術 (T     a   Ⅹ   ( 「 1   
  

    

    emr 時点 
ⅡⅠ a は う ， ( Ⅰ ) 一 (p  十ァ ) Ⅰ 
[ 現在価値 l 

  
  
援け ) 二 emr(p+r) Ⅰ 監 

m  I-lmk  Ⅰ (ln ヰ ; 占 )....   「Ⅰ (,n 脂 ), ん (3) 

技術が各生産要素に 体化するまでのリードタイム : m   

技術の陳腐化率Ⅰ，割引率     ，，生産要素 X の l 単位 あ 

たりのコスト :G ガ @lC( Ⅹ L,K) 

図 2  ほ 術の生産要素への 体化 モデル 

2.2 日本的経営における 研究開発投資誘発システム 

(1) 日本の資金調達形式一見えずる 出資 

(2) 見えざる出資による 研究開発投資誘発メカニズム 

1990 年代の研究開発投資の 減少の主要因であ る資本 

分配率の低下は、 企業が前倒し 的に設備投資を 実行す 

る資源を内部留保する 余裕を減少させる、 すなわち「 見 

えざる出資」の 減少を示唆するものであ る。 以上の構 

図は図 3 のように示される。 

S, 小一十 GCC 小一十 R 小一十 T 小一十ⅡⅡ 

技術と経済の 好 循 弗は造の破綻 

Sl : 「見えざる出資， ( 若年期における 限界生産性と 

賃金の差額 ), GCC: 資本コスト， R : 研究開発投資， 
T     技術ストック ， y     付加価値 (GDP) 

図 3  「見えざる出資」の 減少に伴 う 技術スト 
ック 停滞の悪循環 

(3) 見えざる出資の 計測 

若年労働者 (a0 ～ am 才 ) の賃金をその 生産性以下に 

おさえることで 得られる差額を S,, 中高年労働者 (am 

～ an 才 ) の賃金とその 生産性との差額を S2 としたとき   

この構図は、 年齢階層別の 賃金プロファイル ( Ⅵ及 
び労働の限界生産性 (gV, 但 D) を計測することにより、 

図 4 のように示される。 

賃金プロファイル 

労働の限界生産性 

     
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

図 4  日本型雇用システム 下における労働者の 生涯所 
得のパス 

賃金プロファイル ( げ ) については、 「賃金構造基本統 

計調査」 ( 労働省， 1975-1998 年 ) をもとに、 日本の電気 

機械を対象に、 1975-1998 年の間の年齢階層別の 性別・ 

学歴・勤続年数の 各職能に応じて 計測した。 
「日本的経営システム」には、 若年労働者の 賃金をそ 

の生産性以下におさえ、 その差額を自らの 将来の投資 

に向ける ・見えざる出資 - が 存在しており、 これが研 

究開発投資をはじめとする、 長期の不確実性を 有する 

投資の誘発に 少なからぬ役割を 果たした。 

この「見えざる 出資」は自社内従業員から 間接的に 

労働能力 ( Lqt: 能力を加味した 労働力量三労働の 

限界生産性 ) については，①労働能力のレベルの 違い 

は、 賃金水準の違いに 対応，②全体の 労働能力は、 各 

職能の労働者数に 依存、 という仮定の 下、 労働能力と 

しての労働の 限界生産性を (4) 式により計測する。 

負担を求める 点で社員持ち 株制度 ( ストックオプショ 
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ム gf Ⅰ F( ム Ⅰ ド ， 恭 2r;L Ⅰ ド ，         Le4;  Lc@ し・‥， Lcgf) 

二 F 仁 ， ;,, 力 。 ，， ム む 化イ ) 
(4) 

， F に み， : ) アミ ポ ・ ビ， c ひ Ⅰ ブ，ノ，た 

a ..1,2 
A ム午 

  

以上より、 基準時点 (t=0) の労働能力を Lqo とすると、 

労働の限界生産性は、 (5) 式で表される。 

ムが二 Lg0(1 十名 gt)' (5) 

見えざる出資 (5 けは、 (5) 式で表される 労働の限界生 

産 性と賃金プロファイルの 差 として、 次式 により求め 

られる。 

(6) sl=¥a ， @-w(t}¥@t 
さらに、 (6) 式により導かれた「見えざる 出資」 

と 研究開発投資の 関係を観察することにより、 「見 

えざる出資」 の減少にともな う 技術ストックの 停 

滞という構図を 明らかにする。 

3. 分析結果 

3.1 社会経済体質の 柔軟性に関する 分析 

(1) 生産性基準原理感応度の 計測 

(1),(2) 式に基づき、 1975 年から 1996 年の間の日本の 

製造業及び電気機械を 対象に、 代替弾性 値 (a) 、 資本 

分配率 (5) 及び資本，労働の 相対価格 (Pl/Pk) を計 

測し、 それを用いて 技術による労働代替等の「生産性 

基準原理感応 度 」への影響を 分析した結果が、 表 1 お 

よび図 5 であ る。 

これらより、 技術 体化 傾斜に伴 う 技術の労働代替の 

低下、 資本分配率の 減少及び労働・ 資本の相対価格の 

上昇が、 バブル経済崩壊後の 1991 年以降、 生産性基準 

原理の破綻をもたらしていることがうかがえる。 

表 ， 日本の製造業及び 電気機械の生産性基準原理感 
忠度及び同支配要因の 推移 (1975-1996) 

製造業 

仮六 ガ曲 ・Ⅰ六 % 乃 ・Ⅰ ( り Ⅰ六分比 牽 拒 対価格 土庄 桂碁串 原寸 
分比率 相対 億 % 代 甘井 佳任             枯応皮 ⅠⅠ l 丹 Ⅲ """  T  (" ( 、 一 Ⅰ Ⅰ 仮 l11 。 の 抑 ・ ワ乙                   

電気枕机 

下 * 力億 ・Ⅰ六 八月         冊 * 今田 申 相対 仁格 生 Ⅰ 舷 Ⅰ 串俺 名 
分 比申 抽 対価林 八Ⅰ 弗桂 Ⅰ             七席庄 Ⅰ 一 % 抑 @  @@-6 " 一 " "1 ⅠⅠ [ "'@}l 一一 Ⅰ 止   a ss   0 67   0 21 
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図 5 日本の製造業及び 電気機械の生産性基準原理感 
両度の推移 (1975-1996) 

すな ね ち、 成長制約要素たる 労働と技術の 代替を促 

進することによる 技術と経済の 好循環が悪循環に 陥っ 

たことを、 「生産性基準原理」の 破綻に見ることができ 

る 。 

(2) 技術の労働・ 資本への 体化 傾斜の計測 

(3) 式をもとに、 日本の製造業及び 電気機械の労働・ 

資本への技術 体化 傾斜を計測した 結果は、 図 6 に示す 

通りであ る。 
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図 6 日本の製造業及び 電気機械の技術の 労働，資本 
への 体化 傾斜 (1975 一 1998) 

1991 年以降技術の 労働への 体 化のリードタイムが、 

資本へのそれを 大幅に上回り、 体化傾斜が顕著に 見ら 

れるよ う になってきていることがわかる。 これは、 技 

術 体化 傾斜に伴 う 労働代替の低下の 構造を示し、 社会 

経済体質の柔軟性の 硬直化をもたらす。 

3.2  日本的経営における 研究開発投資誘発システム 

(1) 見えざる出資の 計測 

(5), (6) 式から導かれた 日本の電気機械の 年齢階層別 

限界生産性および「見えざる 出資」の推移は、 図 7 お 

よび図 8 に示される。 

図 7 および図 8 より、 1990 年代に入り ， 見えざる出 

資」の減少が 引き起こされたことがわかる。 これは、 

低成長等のパラダイム 変化により企業の 体力が低下し 

たこともさることながら、 1980 年代の日本の 成長を支 

えた日本的経営の 制度疲労が顕在化してきた 結果と見 

ることができる。 
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図 7  日本の電気機械の 年齢借居制限界生産性 
および賃金の 推移 (1975-1998) 
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1975@ 1977@ 1979@ 1981@ 1983@ 1985@ 1987@ 1989@ 1991@ 1993@ 1995@ 1997 

図 8  日本の電気機械の 労働者一人当たりの 
「見えざる出資」の 推移 (1975-1998) 

また、 「見えざる出資 - と 研究開発投資の 関係を見る 
ために、 (7) 式の回帰を行 フ - 

㎞ R  三ク十九 ァ十あ ㎞， Sl (7) 

1975 午から 98 年までの日本の 電気機械産業につい 

て、 (7) 式に従って研究開発投資 (R) と「見えざる 出資」 

の相関を分析した 結果、 次に示す よう に正に有意であ 

ることがうかがえる。 

㎞ R  二ロ十九 ナ 十あ ㎞ S  l  a 力 ， ヤ 0 ・ 972 
0  15 1.06 D  け '  1.11 
(16.15)@ (5.09) 

これより、 日本の研究開発離れの 一端に     見えざる 

出資」の減少が 挙げられることがわかる。 

3.3 検証 
3.1 および 3.2 より、 社会経済体質の 柔軟性および 研 

究開発投資誘発メカニズムが 、 主に技術の生産要素へ 

の 体 化の過程において、 日本の技術経営システムに 重 

要 な役割を持っていることが 明らかになった。 このシ 

ステム構造は、 図 9 に示される。 

しかし、 1990 年代に入り、 社会経済体質の 柔軟性が 

失われ、 研究開発投資誘発メカニズムに 失調を来たし 

たことにより、 このフィードバック 構造が成り立たな 

くなっていることがうかがえる。 

一 資金面 。 " 。 的 経 " "" 技術 " "" 発 。 。 
  Ⅰ """ く臣 ぐ Ⅴ 。 ' 。 '            ⅠⅠ                       「                 一 - 、 ヨム     

" 術槻 "" 。 。 " ‥技術の労 @; 石基 " 
への休止傾斜 

学晋 効果 技術 体化 技術代替 

 
 

芳樹 樹 "" "" 。 。 。 。 ' 「                 
O     0   

ひ   

図 9  日本のほ 術 経営システム 構造 

4. 考察 
1990 年代の情報技術の 発達、 グローバル化の 進展等 

により、 市場評価の重要性が 増すとともに、 日本の経 

済 社会も情報化社会 ヘ シフトした。 

競争力の中核が 製造業技術から 情報技術へと 移行し 

たことにより、 求められる社会経済体質の 柔軟性を保 

つための条件も 必然的に変化し、 日本的経営システム 

の優位性が損なわれつつあ る。 また、 研究開発投資も 

量的な増加のみでは 効率的とはいえなくなった。 

社会経済の柔軟性の 変容、 「見えざる出資 - の趨勢的 

な減少という 流れの中、 従来の会社レベル・ 事業所 レ 

ベルでのシステムの 最適化をもたらす「日本型経営シ 

ステム」のシステム 構成を見直す 必要があ る。 

外部労働市場を 有効活用するような 社会・産業レベ 

ルでの標準化されたシステムによる 効率化、 量 よりも 

質的に優れた 研究開発投資、 コア技術への 重点投資な 

どが望まれる。 
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